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静岡県と山梨県を跨り 富士山の裾野を通る国道（ 号）は 平成 年度に日本風景街道「ぐるり 富士山風景街道 に登録された また 平成 年
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【先―9】 富士山を繋ぐ道“楽しく使い・賢く守る”包括的マネジメント検討調査
（対象箇所：静岡県富士宮市他）

目的

静岡県と山梨県を跨り、富士山の裾野を通る国道（138・139・469 号）は、平成19年度に日本風景街道「ぐるり・富士山風景街道」に登録された。また、平成25年
6月には富士山の世界遺産登録を契機に、構成資産を経由して富士山麓を周遊するトレイルコースを公表したことから、今後増加する道の来訪者への対応が喫
緊の課題となっている。
このような状況の中、本調査では、楽しく道を活用できる仕組みづくりと、道路維持管理を含めた官民連携による包括的なマネジメント手法について検討する。
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【運営組織のあり方・理念】
【ぐるり富士山トレイルセンターの事業内容】【運営組織のイメージ】
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マネジメント組織は、トレイルルートの利用者や沿道事業者
からの受益者負担と、ルートの維持管理（景観管理を含む）
のため、道路管理者以外の地域住民や愛好者などとルート
の維持管理を担うため、企業のCSRなど幅広い支援・参画に
より構成される必要がある。

●利用者サービスとルートの維持管理
●社会貢献型のソーシャルビジネス
●６つのWin
●沿線の施設とのネットワーク型の組織
●トレイルに係る中間支援センター
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【収益構造と道路の維持管理のしくみ】
【運営組織の事業スキ ム】
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マネジメント組織は、利用者
にトレイルパスポートを発行し、
沿道事業者のサービスを仲介。
また、企業等からの支援、寄
付を募る。

マネジメント組織は、ＮＰＯ法人が道路等の包括管理委託（指定管理者
制度）によって、企業等から広告収入や利用者へのサービス収益などと
併せて収益事業として行う。 会費や寄附金、収益事業の収益分は、特
定非営利活動事業で、基金としての役目を担い、住民等と協働して道路
の維持管理していく事業に還元・助成していく。

維持管理 ベ は 安心 安全 確保 はなく 世界遺産とし “景

【運営組織の事業スキーム】
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維持管理のレベルは、安心・安全の確保ではなく、世界遺産としての“景
観管理”に主眼を置き、除草・ごみ拾い、簡易補修などの軽作業の業務と
する。
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ﾌｫｰ・ｸｫﾘﾃｨ）の考えによって道路の維持管理を行う。沿道の民有空間を歩行者
空間として利用する等、地域ボランティア等の役務提供による作業費を通常のコ
ストに換算した場合を想定。
ＶＦＭの概念に道路の維持管理の回数、維持管理の範囲の拡大、民有空間の
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従来管理レベルの維持管理業務をPPPで実施した場合 9.8%（コストダウン）

地域力を活用し、維持管理のレベルを向上（草刈頻度等） 24.6%（品質アップ）
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